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不熟練外国人労働者の受け入れ枠の変更が熟練自国人

労働者と不熟練自国人労働者におよぼす影響

島 田

Abstract

Assumingasmallopeneconomywherewagesaredeterminedbythe

efficiencywagehypothesisandthelabormarkethasadualstructure,

Weinvestigatehowchangesintheunskilledforeignworkerquotaaffect

skilledandunskillednativeworkers.Forthispurpose,Weassumethat

theunskilledforeignworkerquotaissmallerthanthenumberofwork-

erswhoarewillingtomigratetoasmallopeneconomy.Wealsoas-

sumethatthelaboroftheskillednativeworkersissuppliedintheprト

marylabormarketandthatoftheunskillednativeandforeignworkers

issuppliedinthesecondarylabormarket.Weshowthatincreasesinthe

unskilledforeignworkerquotaaugmenttheskillednativeworkerem-

ploymentandwagesanddecreasethoseoftheunskillednativeworkers.

Wealsoshowthattheexpectedlifetimeutilityoftheindividualem-

ployedandunemployedskillednativeworkersandthesumofallthe

skillednativeworkers'expectedlifetimeutilitiesincreasewithanin-

creaseinthequota;however,theeffectsofincreasesinthequotaon

theexpectedlifetimeutilityofindividualemployedandunemployedun-

skillednativeworkersandthesumofalltheunskillednativeworkers'

expectedlifetimeutilitiesareambiguous.Ourresultsimplythatin-

creasesintheunskilledforeignworkerquotahavepositiveeffectson

theskillednativeworkers,whereastheireffectsontheunskillednative

workersarenotnecessarilypositive.

Keywords:unskilledforelgnWOrkerquota;skillednativeworkers;

unskillednativeworkers;duallabormarket;efficiencywages;small

openeconomicmodel
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1節 は じ め に

本論文の目的は,二重労働市場をもち賃金率が効率賃金仮説にしたがって

決定される小国開放経済において,不熟練外国人労働者の受け入れ枠の変更

が熟練自国人労働者と不熟練自国人労働者におよばす影響を明らかにするこ

とである.具体的には熟練自国人労働者と不熟練自国人労働者が存在し,熟

練労働と不熟練労働が異なる市場で取引される小国開放経済が,受け入れ枠

を設けて不熟練外国人労働者を受け入れると仮定する.また熟練自国人労働

者の賃金率や自国および外国出身の不熟練労働者の賃金率は,それぞれの労

働者の非怠業条件(non-shirkcondition)をみたすように決定されると仮定す

る.そしてこのような小国開放経済において政策当局が不熟練外国人労働者

の受け入れ枠を変更すると,熟練自国人労働者や不熟練自国人労働者の雇用

量,賃金率および予想生涯効用にどのような影響がしょうじるかを明らかに

することを目指す.

日本はこれまで他の先進国と同じように,熟練外国人労働者の受け入れに

は積極的であったが,不熟練外国人労働者の受け入れには消極的であった.

現実には不熟練外国人労働者は異なった名目で多数流入しているが,公式に

は熟練労働以外の分野への外国人労働者の受け入れはひじょうに制限されて

いる.

しかし最近このような状況に変化の兆しが見え始めている.産業界はこれ

までも不熟練外国人労働者の受け入れを望んでいたが,第3次出入国管理基

本計画(法務省 2005a,b)の策定にさいし,産業競争,地域経済,国民生活

の維持 ･強化の観点から必要な外国人労働者の受け入れを推進すべきである

との意見(日本経済団体連合会 2005)を表明した.また日本はアジア諸国と

の経済連携協定の交渉において,熟練労働以外の分野へも外国人労働者を受

け入れるよう要求された.このような状況は今後たとえごく僅かであっても

受け入れ枠を設けることなどにより,これまで受け入れてこなかった分野へ
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外国人労働者を受け入れることにつながるだろう.

外国人労働者の受け入れが自国人労働者におよぼす影響は,組合モデル

(Dunlop1944,Oswald1985)や非怠業モデル(ShaprioandStiglitz1984)など

をもちいて分析されている.Agiomirgianakis(1998)をはじめとする組合モ

デルをもちいた国際労働移動の分析には,FuestandThum(2000),

AgiomirgianakisandZervoyianni(2001),Kemnitz(2003),Shimada(2005a)

などがある.非怠業モデルをもちいた国際労働移動の分析には,Carter

(1998,1999a,b),Mtlller(2003a,b),Shimada(2005b)などがある.

しかし国際労働移動のこれまでの分析では,外国人労働者の受け入れ枠が

ごく僅かに制限されたりそのように制限された外国人労働者の受け入れ枠が

変化したりしたばあいに,受け入れ国にどのような影響がしょうじるかはあ

まり議論されなかった.そこで島田(2005C)は賃金率が非怠業モデルにした

がって決定される小国開放経済を仮定し,ごく僅かに制限された外国人労働

者の受け入れ枠の変更が自国人労働者にどのような影響をおよばすかを検討

した.

ところで島田(2005C)は,労働市場の構造が単一であったため,自国人労

働者や外国人労働者が熟練労働者であるか不熟練労働者であるかを特定しな

かった.このため島田(2005C)では,不熟練外国人労働者の受け入れ枠の変

更が不熟練自国人労働者に影響をおよばしたのか,熟練外国人労働者の受け

入れ枠の変更が熟練自国人労働者に影響をおよぼしたのかを区別できない.

そこで本論文は小国開放経済の労働市場が二重構造をもち,受け入れ枠を

設けて受け入れる外国人労働者が不熟練労働者であり,そのような労働者が

不熟練労働市場 (secondarylabormarket)へ参入すると仮定し,たとえご

く僅かであっても不熟練外国人労働者を受け入れたばあいに,不熟練外国人

労働者の受け入れ枠の変更が熟練自国人労働者と不熟練自国人労働者にどの

ような影響をおよばすかを明らかにする.

本論文のおもな結果は,以下のとおりである.不熟練外国人労働者の受け
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入れ枠が増加すると,熟練自国人労働者の雇用量や賃金率が増加する.また

熟練自国人労働者1人あたりの予想生涯効用や熟練自国人労働者全体の予想

生涯効用も増加する.一方,不熟練外国人労働者の受け入れ枠が増加すると,

不熟練自国人労働者の雇用量や賃金率は減少する.また不熟練自国人労働者

1人あたりの予想生涯効用や不熟練自国人労働者全体の予想生涯効用が増加

するか減少するかは定まらない.したがって本論文の結果によると,不熟練

外国人労働者の受け入れ枠の拡大は,熟練自国人労働者にとっては望ましい

が不熟練自国人労働者にとってはかならずLも望ましいとはいえない.

本論文は以下,2節で不熟練外国人労働者を一定数受け入れる小国開放経

済を仮定して,熟練自国人労働者と不熟練自国人労働者にたいする需要関数

を導き出す.3節はまず,非怠業条件から熟練自国人労働者と不熟練自国人

労働者の予想生涯効用と賃金率を求め,つぎに定常状態における熟練自国人

労働者と不熟練自国人労働者の賃金率を求める.4節は,不熟練外国人労働

者の受け入れ枠の変更が熟練自国人労働者や不熟練自国人労働者におよばす

影響を調べる.5節は,本論文をまとめ,今後検討し改善すべき点をあげる.

2節 労 働 需 要

本論文は,小国開放経済を仮定する.小国開放経済にはあらかじめ複数の

熟練自国人労働者と不熟練自国人労働者,1つの企業および政策当局が存在

する.

小国開放経済の労働市場は,熟練労働が取引されるprimarylabormarket

と不熟練労働が取引されるsecondarylabormarketからなる二重構造をも

つ1).熟練自国人労働者の初期保有量Nlと不熟練自国人労働者の初期保有

量N2は,外生的にあたえられ一定である.

1)もちろん二重労働市場にたいしては,否定的な見方(Cain1976,Taubmanand

Wachter1986)も存在する.
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小国開放経済,すなわち自国は,自国を除く世界(restoftheworld,本論

文は以下,外国とよぶ)と不熟練外国人労働者の受け入れをつうじて関係し

ている.具体的には,自国は不熟練外国人労働者を府2だけ受け入れる2).

不熟練外国人労働者の受け入れ枠(受け入れ数の上限)廟 2は政策当局によっ

て操作されるが,政策当局が不熟練外国人労働者の受け入れを制限している

ため廟 2は小さい.自国への移動を希望している不熟練外国人労働者数は

M1 2よりも大きいが,政策当局は不熟練外国人労働者の受け入れ枠を完全に

操作でき,受け入れる不熟練外国人労働者はすべて合法である.不熟練外国

人労働者は不熟練自国人労働者とともにsecondarylabormarketで労働を供

給し,企業によって不熟練自国人労働者と同一の生産要素と見なされる.ま

た自国へ移動した不熟練外国人労働者は,すべて自国に留まり続ける3).

企業は,熟練自国人労働者,不熟練自国人労働者および不熟練外国人労働

者を雇用して1種類の財を生産する.

熟練自国人労働者は離職してもsecondarylabormarketへは移動せず,冒

国および外国出身の不熟練労働者は離職してもprimarylabormarketへは移

動しない.

企業の生産関数を,

Y-Nlal(N2+M:)a2,al,a2>0,al+a2<1,Nl≦Nl,N2≦N2,M2≦MT2,

と仮定する.ここで,Nlは熟練自国人労働者の雇用量,N2は不熟練自国人

労働者の雇用量,M2は不熟練外国人労働者の雇用量である.

これらの仮定のもとでは企業の利潤7Tは,

7T…Nlal(NZ+MZ)a2-wIN1-u)2(N2+MZ),

2)仮に経済全体で不熟練自国人労働者がじゅうぶん供給されても,不熟練自国人労働者

の供給が地域的に偏っていれば,不熟練自国人労働者が十分供給されない地域が存在す

る.このようなばあい,不熟練外国人労働者をある程度受け入れざるを得ない.

3)これらの仮定から不熟練外国人労働者の非怠業条件は,不熟練自国人労働者の非怠業

条件と同じである.このため不熟練外国人労働者の賃金率は,不熟練白国人労働者の賃

金率と同じである.非怠業条件をみたす賃金率の決定については,3節を参照せよ.
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と定義される.ここで,wlは熟練自国人労働者の賃金率,W2は自国および

外国出身の不熟練労働者の賃金率である.企業が生産する財の価格は1と仮

定されている.

企業は,熟練自国人労働者の雇用量,不熟練自国人労働者の雇用量および

不熟練外国人労働者の雇用量を操作し,利潤最大化を目指す.

篇 -0,

をみたすNlはNl≦jVlをみたしていると仮定する.

蔑 - 0,

をみたすN2もN2≦jV2をみたしていると仮定する.一方,廟2は小さいため,

怠 - 0,

をみたすM2ほM2≦府 2をみたしておらず∴∂7T/aM2TM≦虎>0であると仮定す
る.

このため企業の熟練自国人労働者にたいする需要量,企業の不熟練自国人

労働者にたいする需要量および企業の不熟練外国人労働者にたいする需要量

は,

蔑 -0,義 -0,M2-MZ･

をみたすように決定される.

これらの条件から,熟練自国人労働者にたいする需要関数と不熟練自国人

労働者にたいする需要関数がつぎのように求められる.

1la2 a2 1-a2 a2

Nl-ai-al~a2a去~al~a2wl1-al~a2u'2卜al-a2

al 1-al al 1-al

N2-ai-al~a2a去~al-a2wl1-alーa2W21-al~a2-M2･

(1.1)

(1. 2 )

(1.1)式と(1.2)式によると,熟練労働と不熟練労働は互いに粗補完財(gross
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complements)である.また(1.2)式によると,不熟練外国人労働者の受け入

れ枠の増加は右辺第2項をつうじて直接的に不熟練自国人労働者にたいする

需要を減少させる.

3節 非怠業条件と定常状態における賃金率

本節は,まず熟練自国人労働者の非怠業条件と自国および外国出身の不熟

練労働者の非怠業条件からそれぞれの予想生涯効用と賃金率を求める.つぎ

に定常状態における熟練自国人労働者の賃金率と自国および外国出身の不熟

練労働者の賃金率を求める.

まず非怠業条件から予想生涯効用と賃金率を求める.雇用され怠業する熟

練自国人労働者の予想生涯効用 VESlは,

rvESl-Wl+(Pl+pl)(VU.-VESl), (2)

と表される･ここで,再ま割引率,β1は熟練自国人労働者が怠業以外の理由

で離職する確率,plは熟練自国人労働者が怠業し企業に見つかり解雇され

る確率 (怠業発見率),VUlは失業している熟練自国人労働者の予想生涯効

用である.(2)式の右辺第 1項は雇用され怠業する熟練自国人労働者の瞬間

的な効用であり,第2項は雇用され怠業する熟練自国人労働者が怠業や怠業

以外の理由で離職し失業することによって蒙る予想生涯効用の変化の期待値

である.(2)式は,

vESl
u)1+(Pl+pl)VUl
r+Pl+pl

と書き換えられる.

一方,雇用され怠業しない熟練自国人労働者の予想生涯効用 VETは,

rvET-u'1-el+β1(VUl-VE),

(2')

(3)

と表される.ここでβ1は,雇用され怠業しない熟練自国人労働者が発揮す

る努力である.β1は,外生的にあたえられ,分析をつうじて変化しない.(3)
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式の右辺第 1,2項は雇用され怠業しない熟練自国人労働者の瞬間的な効用

であり,第3項は雇用され怠業しない熟練自国人労働者が怠業以外の理由で

離職し失業することによって蒙る予想生涯効用の変化の期待値である.(3)

式は,

WET
wl-el+PIVUl
γ+β1

(3')

と書き換えられる.

もしVE<vESlならば,雇用されている熟練自国人労働者は怠業する･こ

のため企業は,VET≧vESlが成り立つように賃金率を決定する･しかし企業は
熟練自国人労働者の怠業を防ぐために必要とする以上の賃金を支払う必要は

ない.このため熟練自国人労働者の賃金率は,熟練白国人労働者の非怠業条

件VE-vESl(…VEl)をみたすように決定される.(2')式,(3')式および熟練
自国人労働者の非怠業条件から,

wl-rVUl+γ+β1+β1
Pl

β1' (4)

が得られる.

また VUlをつぎのように定義する･

rVU,-W-1+cll(VEl- VUl)･ (5)

ここで,wlは熟練自国人労働者の失業手当, α1は離職し失業した熟練自国人

労働者が再び雇用される確率である.本論文は簡単化のために,uJ-1を0と仮

定する.また扉ま後述するように,定常状態において失業へ流入する熟練

自国人労働者数と失業から流出する熟練自国人労働者数が等しくなるように

決定される.(5)式の右辺第 2項は,離職し失業した熟練自国人労働者が再

び雇用されることによって蒙る予想生涯効用の変化の期待値である.

(5)式と熟練自国人労働者の非怠業条件から,雇用されている熟練自国人

労働者の予想生涯効用と失業している熟練自国人労働者の予想生涯効用がそ

れぞれ,
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(6.1)

(7.1)

と求められる.また(6.1)式を(4)式に代入すると,熟練自国人労働者の賃金

率が,

wl=el+α1+β1+γβ1' (8.1)
Pl

と求められる.(8.1)式によると,熟練自国人労働者の努力が大きいほど,

熟練自国人労働者の賃金率は高い.また熟練自国人労働者の怠業が企業に見

つかり解雇されやすいほど,熟練自国人労働者の賃金率は低い.さらに熟練

自国人労働者が怠業以外の理由で離職する確率が高いほど,熟練自国人労働

者の賃金率は高い.

非怠業条件をみたす自国および外国出身の不熟練労働者の予想生涯効用と

賃金率も熟練自国人労働者のばあいと同様に求められる.

vE2-忘(lo苧)e2･

vU2-去 Pe2･

W2-e2+α2+β2+re2.
P2

(6.2)

(7.2)

(8.2)

ここで,VE2は非怠業条件をみたす雇用されている自国および外国出身の不

熟練労働者の予想生涯効用,p2は自国および外国出身の不熟練労働者が怠

業し企業に見つかり解雇される確率,α2は離職し失業した自国および外国

出身の不熟練労働者が再び雇用される確率,β2は雇用され怠業しない自国お

よび外国出身の不熟練労働者が発揮する努力(外生的にあたえられ,一定),

VU2は非怠業条件をみたす失業している自国および外国出身の不熟練労働者
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の予想生涯効用,β2ほ自国および外国出身の不熟練労働者が怠業以外の理

由で離職し失業する確率である.自国および外国出身の不熟練労働者の失業

手当は0と仮定されている.またα2は後述するように,定常状態において失

業へ流入する自国および外国出身の不熟練労働者数と失業から流出する自国

および外国出身の不熟練労働者数が等しくなるように決定される.

本論文は以下,簡単化のために,熟練自国人労働者と自国および外国出身

の不熟練労働者は等しい確率で怠業以外の理由で離職し,熟練自国人労働者

と自国および外国出身の不熟練労働者は等しい確率で怠業が企業に見つかり

解雇され,熟練自国人労働者と自国および外国出身の不熟練労働者の努力は

等しい,と仮定する･すなわちβ1-β2(≡β),Pl-P2(≡p),el-e2(…e)を仮

定する4).

つぎに定常状態における賃金率を求める.定常状態においては失業へ流入

する熟練自国人労働者数と失業から流出する熟練自国人労働者数が等しいか

ら,

βNl-α1(RFl-Nl), (9.1)

が成り立つ5).また定常状態においては失業へ流入する自国および外国出身

の不熟練労働者数と失業から流出する自国および外国出身の不熟練労働者数

が等しいから,

β(N2+廟2)-α2(面2+廟2-NZ一府2),

が成り立つ6).

(9.2)

4)ただし一般的には企業にとって,secondarylabormarketの労働者のほうがprimary

labormarketq)労働者よりも怠業を監視Lやすいだろう(BulowandSllmmerS1986,

Carter1999b).

5)すでに仮定したように,離職しても熟練自国人労働者はsecondarylabormarketへ移

動しないため,失業しても熟練自国人労働者はprimarylabormarketでのみ再雇用され

る可能性をもっている.

6)すでに仮定したように,離職しても自国および外国出身の不熟練労働者はprimary

labormarketや外国へ移動しないため,失業しても自国および外国出身の不熟練労働者

はsecondaⅣlabormarketでのみ再雇用される可能性をもっている.
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(8.1)式と(9.1)式から,定常状態における熟練自国人労働者の賃金率が,

u,1-eJNl/(Nl二Nl))β+re, (10.1)
P

と求められる.また(8.2)式と(9.2)式から,定常状態における自国および外

国出身の不熟練労働者の賃金率が,

u,2-eJ(碗 +N2)/(デ2~N2))β+re,
P

と求められる.

(10.2)

4節 受け入れ枠変更の影響

本節は,不熟練外国人労働者の受け入れ枠の変更が熟練自国人労働者や不

熟練自国人労働者の雇用量,賃金率および予想生涯効用におよばす影響を調

べる.

このために(10.1)式と(10.2)式を全微分した式を(1.1)式と(1.2)式を全微

分した式へ代入し,dwlとdu)2を消去する.これらの式を解いて,dNlと

dN2それぞれをdii2の関数として表す.

これらから,

(ll.1)

(12.1)

が得られる.(ll.1)式と(12.1)式によると不熟練外国人労働者の受け入れ枠

が増加すると,熟練自国人労働者の雇用量と賃金率が増加する.これらの結

果は,つぎのように説明される.縦軸に熟練自国人労働者の賃金率をとり横

軸に熟練自国人労働者の雇用量をとると,(1.1)式をみたす熟練自国人労働

者にたいする需要関数は右下がりのグラフとして表され,(10.1)式をみたす
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定常状態における熟練自国人労働者の賃金率と雇用量の関係は右上がりのグ

ラフとして表される.不熟練外国人労働者の受け入れ枠が増加すると,自国

および外国出身の不熟練労働者の賃金率が低下する (後述12.2式参照).冒

国および外国出身の不熟練労働者の賃金率が低下すると,熟練自国人労働者

にたいする需要が増加し,熟練自国人労働者にたいする需要曲線が右上へシ

フトする (1.1式参照).このため均衡点が右上へ移動し,熟練自国人労働者

の雇用量と賃金率が増加する.政策当局による不熟練外国人労働者の受け入

れ枠の拡大は,熟練自国人労働者の雇用や賃金に好ましい影響をおよばすと

いえよう.

また,

11<&<0･

&<o･

(ll.2)

(12.2)

が得られる.(ll.2)式と(12.2)式によると不熟練外国人労働者の受け入れ枠

が増加すると,不熟練自国人労働者の雇用量と賃金率が減少する7).これら

の結果は,つぎのように説明される.縦軸に不熟練労働者の賃金率をとり横

軸に不熟練自国人労働者の雇用量をとると,(1.2)式をみたす不熟練自国人

労働者にたいする需要関数は右下がりのグラフとして表され,(10.2)式をみ

たす定常状態における不熟練労働者の賃金率と不熟練自国人労働者の雇用量

の関係は右上がりのグラフとして表される.不熟練外国人労働者の受け入れ

枠が増加すると直接的に不熟練自国人労働者にたいする需要が減少する (1.

2式右辺第2項参照)とともに,熟練自国人労働者の賃金率の上昇をつうじて

間接的に不熟練自国人労働者にたいする需要が減少する (12.1式および1.2

式右辺第1項参照).このため不熟練外国人労働者の受け入れ枠が増加すると,

7)ただし不熟練外国人労働者の受け入れ枠の増加は自国および外国出身の不熟練労働者

の雇用量の和を増加させる.すなわち0<d(N2+府2)/dM2<1である.
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不熟練自国人労働者にたいする需要曲線が左下へシフトする.また不熟練外

国人労働者の受け入れ枠が増加すると,定常状態における不熟練自国人労働

者の賃金率が高くなる (10.2式参照).このため不熟練外国人労働者の受け

入れ枠が増加すると,定常状態における不熟練労働者の賃金率と不熟練自国

人労働者の雇用量の関係を表すグラフが左上へシフトする.これらのグラフ

のシフトから不熟練自国人労働者の雇用量は,かならず減少する.一方,節

者の不熟練自国人労働者にたいする需要曲線の左下へのシフトが後者の不熟

練労働者の賃金率と不熟練自国人労働者の雇用量の関係を表すグラフの左上

へのシフトよりも大きいため,不熟練自国人労働者の賃金率は減少する.政

策当局による不熟練外国人労働者の受け入れ枠の拡大は,不熟練自国人労働

者の雇用や賃金に好ましくない影響をおよはすといえよう.

要するに政策当局による不熟練外国人労働者の受け入れ枠の拡大は,雇用

や賃金にかんして熟練自国人労働者と不熟練自国人労働者にたいして反対の

影響をおよばす.

不熟練外国人労働者の受け入れ枠が増加すると,離職し失業した熟練自国

人労働者が再雇用される確率が高くなり (9.1式および11.1式参照),雇用さ

れている熟練自国人労働者の予想生涯効用と失業している熟練自国人労働者

の予想生涯効用が高くなる (6.1式および7.1式参照).すなわち,

謡 ,0,驚 ,0,

である.また熟練自国人労働者の予想生涯効用の和は,

vEINl+VUl(Nl-Nl)-⊥eNl+VUIN l,
P

書き換えられるから,不熟練外国人労働者の受け入れ枠の増加とともに増加

する.

d(VE.Nl+VUl(N l-Nl))
dM2

>0
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したがって政策当局による不熟練外国人労働者の受け入れ枠の拡大は,熟練

自国人労働者 1人あたりの予想生涯効用や熟練自国人労働者全体の予想生涯

効用に好ましい影響をおよぼすといえよう.

これにたいして不熟練外国人労働者の受け入れ枠が増加しても,離職し失

業した不熟練自国人労働者が再雇用される確率が高くなるか低くなるかは一

般的に定まらない8).このため不熟練外国人労働者の受け入れ枠の増加によ

って雇用されている不熟練自国人労働者の予想生涯効用(6.2式)や失業して

いる不熟練自国人労働者の予想生涯効用(7.2式)や不熟練自国人労働者の予

想生涯効用の和が増加するか減少するかは一般的に定まらない.

驚 喜 O,驚 喜o ･

d((N2+廟 2)vE2+(面 2+廟 2-Nl一府 2)vU2)
dM2

≡0

したがって政策当局による不熟練外国人労働者の受け入れ枠の拡大が不熟緑

自国人労働者 1人あたりの予想生涯効用や不熟練自国人労働者全体の予想生

涯効用にとって好ましいかどうかは,一般的に定まらない.

5節 ま と め

日本はこれまで,熟練労働以外の分野へ公式に外国人労働者を受け入れる

ことには消極的であった.しかし今後は国内外の事情から,受け入れ枠を設

けることなどにより熟練労働以外の分野へも公式に外国人労働者を受け入れ

ていくことになるであろう.

このような状況を踏まえて本論文は,労働市場が二重構造をもち賃金率が

非怠業モデルにしたがって決定される小国開放経済を仮定し,不熟練外国人

労働者のごく僅かに制限された受け入れ枠の変更が熟練自国人労働者と不熟

8)da2/dM2-(β/(斉2-NZ)2日(N2+廟2)(dN2/dii2)+jV2-NZ).
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そして不熟練外国人労働者の受け入れ枠の拡大は,熟練自国人労働者の雇

用量や賃金率を増加させるが,不熟練自国人労働者の雇用量や賃金率を減少

させるという結果を得た.また不熟練外国人労働者の受け入れ枠を拡大する

と,熟練自国人労働者の予想生涯効用は増加するが,不熟練自国人労働者の

予想生涯効用が増加するか減少するかは定まらないという結果も得た.

要するに本論文によると,不熟練外国人労働者の受け入れ枠の拡大は熟練

自国人労働者にとっては望ましいが,不熟練自国人労働者にとっては望まし

いとはかざらない.

本論文で今後検討し改善すべき点として,つぎのことがあげられる.第 1

に本論文は,自国へ移動した不熟練外国人労働者はすべて合法で自国に留ま

り続けると仮定した.しかし現実に外国人労働者を受け入れるさいもっとも

大きな問題となるのは,非合法外国人労働者の流入である.また受け入れた

外国人労働者のごく僅しか受け入れ国に永住しない.このため非合法外国人

労働者の流入や外国人労働者の受け入れ国からの流出を仮定しないことは,

現実を単純化しすぎているといえよう.したがってこれらを仮定した分析を

おこなうことが,今後の差し迫った課題である.

第 2に本論文は,企業が不熟練自国人労働者と不熟練外国人労働者を同一

の生産要素と見なし,両者の瞬間的な効用や離職率や怠業発見率や努力を等

しいと仮定した.しかし仮に自国へ移動した不熟練外国人労働者がすべて合

法で自国に留まり続けるとしても,現実には不熟練外国人労働者の瞬間的な

効用や離職率や怠業発見率や努力は不熟練自国人労働者のそれらと等しいと

はかざらない.このようなばあい不熟練外国人労働者の非怠業条件や定常状

態における賃金率は,不熟練自国人労働者とは異なるだろう.企業がこのよ

うな意味でこれらの労働者を異なる生産要素と見なせば,分析は一般化され

るだろう.

第3に本論文は,自国は不熟練外国人労働者だけを受け入れると仮定した.
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これは本論文が,熟練労働以外の分野へ外国人労働者を受け入れると受け入

れ国にどのような影響がしょうじるかを明らかにしようとしたからである.

しかし日本は従来から,熟練外国人労働者の受け入れには積極的であり,受

け入れ枠を設けずにこれらの労働者を受け入れてきた.このため熟練外国人

労働者の流入をまったく仮定せずに不熟練外国人労働者の受け入れ枠変更の

影響を調べても,現実に即した分析であるとはいいにくいだろう.したがっ

て今後は熟練外国人労働者の流入も仮定したうえで,不熟練外国人労働者の

受け入れ枠変更の影響を明らかにしなければならない.
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